
執行額 1 737 1 602 1 467

1,737 1,602 1,467 1,331

1,331

補正予算 ―

繰越し等 ― ― ― ―

― ― ―

計

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 1,737 1,602 1,467

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　
　ＰＦＩ手法により施設が完成した中央合同庁舎第７号館及び九段第３合同庁舎のＰＦＩ事業者（ＳＰＣ：特別目的会社）の資金調達
に必要な融資にかかる金利等の経費。
　注：金利等：支払金利、その他経費(法人税、法人事業税、税引後利益など）

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）

　民間資金等の活用による公共施設等の整備
等の促進に関する法律

関係する計画、
通知等

都市再生プロジェクト（第一次、第二次決定）

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　PFI手法により民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して官庁施設の建設、維持管理、運営などを行うこと。

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度／平成33年度 担当課室 計画課

計画課長
西村好文

会計区分 一般会計 施策名 －

事業番号 0023
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 国土交通省)

事業名
　民間資金等を活用した官庁施設の運営に必要
な経費

担当部局庁 官庁営繕部 作成責任者

計 1,331

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

1,331　（目）民間資金等活用事業運営費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

（項）国土交通本省共通費

―

(                   ) (                   ) (                )

単位当たり
コスト

　　　　　　　　　　　（円／　　　　　　　　） 算出根拠

　ＰＦＩ手法により完成した施設のＰＦＩ事業者の資
金調達に必要な融資にかかる金利等の経費で
あり、活動指標及び活動実績を定めて実施する
性質のものではない。

活動実績

（当初見込
み）

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（　　年度）

　ＰＦＩ手法により完成した施設のＰＦＩ事業者の資
金調達に必要な融資にかかる金利等の経費で
あり、成果目標及び成果実績を定めて実施する
性質のものではない。

成果実績

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％

執行率（％） 100 100 100

執行額 1,737 1,602 1,467



　※類似事業名とその所管部局・府省名

類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

点
検
結
果

ＰＦＩ事業者との契約に基づき、既に確定した各年度毎の金利等の経費の支払いであり、着実な支払いを行っている。

－ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

－ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

－ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

－ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

－ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

－ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
既に確定した各年度毎の金利等の経費の支払いであ
る。
本事業は「官公庁施設の建設等に関する法律」にもとづ
き、国が実施するものである。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見

17 0018



資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）

国土交通省

１，４６７百万円

Ａ．本省

１，３３８百万円

Ｃ．関東地方整備局

１２９百万円

Ｂ．霞が関７号館ＰＦＩ(株)
１，３３８百万円

Ｄ．九段ＰＦＩサービス(株)
１２９百万円

中央合同庁舎第７号館のＰＦＩ事業の資

金調達に必要な融資等に係る金利等

中央合同庁舎第７号館のＰＦＩ事業

の業績監視等

九段第３合同庁舎のＰＦＩ事業の業績

監視等

九段第３合同庁舎のＰＦＩ事業の資金調達

に必要な融資等に係る金利等

※ＰＦＩ事業者との契約に基づき、既に確定した各年度毎の金利等の経費の支払いである。



C.関東地方整備局 G.

金 額 金 額

計 1,338 計 0

民間資金等
活用事業運
営費

支払金利、その他経費（法人税、
法人事業税、税引後利益など）。

1,338

B.霞が関７号館ＰＦＩ(株) F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,338 計 0

使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

民間資金等
活用事業運
営費

支払金利、その他経費（法人税、
法人事業税、税引後利益など）。

1,338

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.本省 E.

費　目

計 129 計 0

民間資金等
活用事業運
営費

支払金利、その他経費（法人税、
法人事業税、税引後利益など）。

129

D.九段ＰＦＩサービス(株) H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 129 計 0

民間資金等
活用事業運
営費

支払金利、その他経費（法人税、
法人事業税、税引後利益など）。

129

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C.

D.

1 九段ＰＦＩサービス㈱
ＰＦＩ手法により施設が完成した九段第３合同庁舎の資金調達に必要
な融資等に係る金利等。

129 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 関東地方整備局 － 129 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本省 － 1,338 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 霞が関7号館ＰＦＩ㈱
ＰＦＩ手法により施設が完成した中央合同庁舎7号館の資金調達に必
要な融資等に係る金利等。

1,338 － －



23年度
目標値

（２７年度）成果目標及び
成果指標 単位 21年度 22年度

執行率（％） 92.0 95.9 98.7

執行額 34,643 20,660 23,433

計 37,669 21,548 23,745 21,072

― ― ―

繰越し等 13,956 2,520 5,962 4,231

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 22,524 19,028 17,783 16,841

補正予算 1,189

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　耐震性能の不足等により、大規模地震時に来訪者等の人命に危険が及ぶ施設や災害時の活動拠点としての機能の発揮に問題がある
施設に加え、外壁落下や建物内への漏水等の不具合が生じたり業務量の増大等に伴い著しく狭隘となるなど、行政サービス提供の場と
して重大な支障が生じている施設について、耐震性能等の必要な性能を確保できるよう、改修や建替えを実施している。建替えに当たっ
ては改修との経済比較を行った上で事業を実施することとしている。
　事業の実施において、国は施設の企画や整備水準の設定、工事の発注・監督・検査等を行い、設計や工事の施工については民間事業
者が行っている。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　国民の共有財産である国家機関の建築物（官庁施設）について、行政サービスを提供する場として、来訪者の人命の確保や地震等災
害時の災害応急対策活動の拠点としての機能を確保するために耐震性の確保を図るとともに、外壁落下等の危険性や、老朽・狭隘等の
解消をコスト縮減を図りつつ実施する。

事業開始・
終了(予定）年度 昭和26年度 担当課室 計画課

計画課長
西村好文

会計区分 一般会計 施策名
13-47 環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備･保全を推
進する

事業番号 0024
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　( 国土交通省)

事業名 官庁営繕費 担当部局庁 官庁営繕部 作成責任者

計 16,842

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　（目）施設整備費 11,815

　（目）不動産購入費 4,060

65

　（目）施設施工庁費 902

　（目）施設施工旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

（項）官庁営繕費 16,842

―

(       50       ) (       73       ) (       37       )

単位当たり
コスト

官庁施設の耐震化
　(a)/(b) 　　　260（百万円／箇所）

算出根拠
（ａ）平成23年度の官庁施設の耐震化に係る整備費合計： 6,229（百万円）
（b）（ａ）の実施箇所数： 24箇所

―

(       14       ) (       20       ) (       33       )

危険箇所等の解消
（外壁落下対策、漏水対策等）

活動実績

（当初見込
み）

箇所 57
59 88

官庁施設の耐震化

活動実績

（当初見込
み）

箇所 30
14 24

92

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

年度
（２７年度）

耐震対策
成果実績 78 81 83 90

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 年度 年度

％ 87 90



点
検
結
果

 21年11月の事業仕分けの評価結果、22年11月の行政刷新会議決定の指摘等にもとづき、国民生活の安全・安心の確保などに重点化するととも
に、既存官庁施設の危険箇所及び老朽・狭隘の解消などを実施している。

予算監視・効率化チームの所見

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。
事業実施にあたっては、工法等の比較検討を行い、適切な手段
を選定している。
成果目標の達成度の着実な向上については、出先機関改革の
検討等を踏まえた対応により、困難な状況となっているが、平成
24年度予算においても予算の重点化を行い、見込みに見合った
活動実績となるよう努めている。
他部局・他府省等とは「官公庁施設の建設等に関する法律」に
もとづき、適切に役割分担を行うとともに、整備後は各府省庁に
おいて十分活用されている。

△ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。
多くの業者の入札参加が可能となるよう競争参加条件を設定
し、競争性を確保している。
選定にあたっては的確な技術提案を求める等して、必要な技術
力を有する者を選定することとしている。
資金は地方整備局等及び本省で支出されており、設計及び工
事発注にあたり、発注する内容は官庁施設の整備に係るものに
限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 既存施設の有効利用を図りつつ、災害に対する安全・安心の確
保等に的確に対応するよう予算の重点化を図ることで、国民の
要望に広く応えるものとなっている。
地方自治体等とは「官公庁施設の建設等に関する法律」にもと
づき、適切に役割分担をしている。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

「事業仕分け第1弾」

〈事業番号/事業名〉
　 1-40　官庁営繕費
〈結果〉
　予算要求の縮減（10％～20％を縮減）
〈とりまとめコメント〉
　 耐震性、老朽化等の優先順位の高いものは重点的に行うべきだが、緊急性の低いものは一旦止めるべきではないか、との意見があった。よって、当
ワーキンググループとしては、数字に少し幅はあるが、10％～20％の予算要求の縮減を結論としたい。

関連する過去のレビューシートの事業番号

18 19

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）



【一般競争入札等】

【一般競争入札等】

資金の流れ
（資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する）（単

位：百万円）

工事事務費

４９３百万円

国土交通省

２３，４３３百万円

Ｂ．民間企業（２１９社）

１５，２８０百万円

Ａ．地方整備局等（１０機関）

１５，３５７百万円

Ｃ．公益法人（９法人）

７７百万円

Ｄ．本省

７，５８３百万円

予算配分、事業採択、地

方整備局等への助言

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・

設計・監理・工事等を実施

工事・設計・監理、調査等

施設整備に必要な調査・検討等

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・

設計・監理・工事等を実施

【一般競争入札等】

【一般競争入札等】

Ｅ．民間企業（１８社）

７，５２６百万円

F.公益法人（４法人）

５７百万円

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・

設計・監理・工事等を実施

工事・設計・監理、調査等

施設整備に必要な調査・検討等



施設施工庁費 施設整備費に必要な調査・検討等 23

C.（社）公共建築協会 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 2,962 計 56

施設整備費
新潟美咲合同庁舎２号館建築工
事

2,962 施設施工庁費 庁舎改修工事に係る調査・設計・監理等 56

B.清水建設（株） F.（社）公共建築協会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 5,363 計 3,588

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

65

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費 庁舎改修工事費等 5,298 不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工事費等（PFI事
業で施設完成済）

3,588

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.北陸地方整備局 E.霞が関7号館ＰＦＩ（株）

費　目 使　途

計 7,583 計 0

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

253

不動産購入費
中央合同庁舎第７号館の建設工
事費等（PFI事業で施設完成済）

3,588

施設整備費 庁舎改修工事費等 3,742

D.本省 H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 23 計 0



支出先上位１０者リスト
A.

B.

C

10 村本建設（株） 近畿管区警察学校生徒寮１寮２寮の耐震改修工事 289 19 88.31%

9 東洋建設（株） 横浜法務総合庁舎の耐震改修工事 179 17 88.00%

8 三菱電機（株） 福岡第１合同庁舎のエレベーター設備の撤去及び新設工事 198 2 86.40%

7 九段ＰＦＩサービス（株） 九段第３合同庁舎におけるＰＦＩ建設費の割賦払い分 472 6 73.35%

6 （株）フジタ 神戸地方合同庁舎の耐震改修工事 641 15 91.79%

5 東光電気工事（株） 名古屋第２地方合同庁舎の受変電設備改修工事 269 5 96.17%

4 （株）ユアテック 新潟美咲合同庁舎２号館の新設工事に伴う電気設備工事 1,060 7 81.43%

3 鹿島建設（株） 広島合同庁舎１号館の耐震改修工事 1,262 10 92.71%

2 ダイダン（株） 新潟美咲合同庁舎２号館の新設工事に伴う機械設備工事 1,086 8 85.95%

1 清水建設（株） 新潟美咲合同庁舎２号館の新設工事 2,962 7 84.44%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 四国地方整備局 － 137 － －

9 沖縄総合事務局 － 185 － －

8 北海道開発局 － 489 － －

7 東北地方整備局 － 694 － －

6 九州地方整備局 － 760 － －

5 中部地方整備局 － 1,011 － －

4 関東地方整備局 － 1,705 － －

3 近畿地方整備局 － 2,213 － －

2 中国地方整備局 － 2,800 － －

1 北陸地方整備局 － 5,363 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C.

9
（財）建築行政情報セン
ター

ICBA情報会員に入会し、オンラインによる建築確認申請書作成プロ
グラムの提供及びサポートを受けるため。

0.002
随意契約

（競争性なし）
100.00%

8
（財）建設業技術者セン
ター

建設工事の入札・契約施工の適正な執行を図るために必要な建設
業者に関する財務・経営・技術者データ等の情報提供。

0.04
随意契約

（競争性なし）
100.00%

7 （財）日本気象協会

災害発生時にいち早く初動体制を整え、迅速な情報収集・復旧活動
及び　被害拡大の防止を図るため、北陸地方整備局管内で発生し
た、地震・津波・火山情報　や気象情報等をインターネットを介したパ
ソコン及び携帯電話等を通じて、迅速に防災担当職員に情報提供
し、防災業務の基礎資料に資することを目的とする。

0.09 1 87.10%

6 （社）北陸建設弘済会
北陸地方整備局発注工事（総合評価落札方式）にあたり、入札参加
者より提出された技術資料・技術提案について発注者の視点に立
ち、中立公平に分析整理を行い、発注者の選定事務の支援を行う。

4 1 89.88%

5
（財）日本建設情報総合
センター

国土交通省等における電子入札を円滑に実施するため、システムの
監視・保全・保守及び利用者支援を行うもの。

3 1 99.31%

4
（財）建築コスト管理シス
テム研究所

各府省庁の統一基準である「公共建築工事積算基準」等に基づいた
営繕工事の積算を実施するうえで必要となる「営繕積算システムＲＩ
ＢＣ（内訳書作成システム及び複合単価作成システム）」を賃貸借す
るもの。

3 1 100.00%

3 （財）建設物価調査会
公共工事の予定価格の積算に必要な公共工事設計労務単価を決
定するため、国が発注する建設工事に従事した建設労働者等に対
する賃金の支払い実態の調査を行う。

4 2 95.51%

2 （財）経済調査会
「営繕積算システム（RIBC）」に用いる設計単価決定の基礎資料とす
るため、設計材料の実勢価格を調査する。

7 2 89.34%

1 （社）公共建築協会
技術審査を円滑に行う事を目的として、営繕工事の競争参加者から
提出があった技術資料の分析・整理などの支援を行う。

23 2 98.41%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率



D.

E.

日和エンジニアリング

本業務は、警察総合庁舎の受変電設備改修、分電盤改修、制御盤
改修、幹線改修、中央監視設備改修の基本計画及び実施設計、そ 4

7 （株）蒼設備設計

本業務は、霞が関地区における官庁施設の効果的・効率的な整備･
活用を図るため、中央合同庁舎第１号館（本館、別館、北別館、設備
棟）について、中長期改修計画を策定・運用していくための調査及び
検討資料の作成を行うものである。

12
2

随意契約
（競争性あり）

99.81%

6 （株）久米設計

工事監理方針の説明等、設計図書に照らした施工図等の検討及び
報告、工事と設計図書との照合及び確認、工程表の検討及び報告、
設計図書の定めのある施工計画の検討及び報告、関係機関の検査
の立ち会い等、完成図の確認。

18
随意契約

（競争性なし）
99.57%

5 栗原工業（株） 中央合同庁舎第１号館本館耐震改修（０６）電気設備工事 44 1 98.86%

4 佐々木設計（株）

本業務は、公共建築物において木質構造を採用する場合に必要な
技術的情報を整理するため、在来軸組工法及び大断面集成材に関
する技術調査、設計において必要な技術的事項の整理、並びに規
模の異なる３つの標準的な設計案及びこれに基づく工事費算出に必
要な資料を作成するものである。

86
１

随意契約
（競争性あり）

98.96%

3 三建設備工業（株） 中央合同庁舎第１号館耐震改修（０９）機械設備その他工事 223 1 99.23%

2 鹿島建設（株） 中央合同庁舎第１号館別館耐震改修（０９）建築その他工事 1,541 1 99.00%

1 霞が関7号館ＰＦＩ（株） 中央合同庁舎第７号館におけるPFI建設費の割賦払い分 3,588 3 77.61%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本省 － 7,583 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

F.

4
(財)日本建設情報総合セ
ンター

本業務は、国土交通省及び内閣府沖縄総合事務局における電子入
札を円滑かつ確実に実施するため、電子入札システムのサブシステ
ムの監視・保全・保守及び利用者支援を実施するものである。

0.2
1

随意契約
（競争性あり）

99.85%

3
（財）建築コスト管理シス
テム研究所

本システムは、官公庁における建築工事の予定価格の内訳書を「公
共建築工事積算基準」に準拠して作成するシステムである。積算実
務者の視点で開発された建築積算に関するシフトであり、建築の部
位や材料使用が階層化されたデータとして整理され、現行の積算体
型や積算基準類に即したものとなっている。

0.5
随意契約

（競争性なし）
100.00%

2
（財）建設業技術者セン
ター

本業務は、（財）日本建設情報総合センターが提供する工事実績情
報（詳細CORINS及び簡易CORINS）並びに（財）建設業技術者セン
ターが提供する建設業許可情報、経営事項審査情報、監理技術者
情報及び主任技術者情報をネットワーク化して一体的に提供する発
注者支援データベースシステム「JCIS」を利用させるものである。

0.9 1 100.00%

1 （社）公共建築協会

本業務は、公共建築工事標準仕様書、公共建築設備工事標準図、
公共建築改修工事標準仕様書、木造建築工事標準仕様書及び建
築物解体工事共通仕様書の改定のために必要な情報の収集、整理
及び検討を行うものである。

56 1 91.15%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 （株）あい設計

本業務は、経済産業省総合庁舎本館の玄関庇の漏水等による改
修、屋上ゴンドラ設備の経年劣化による更新等、中庭連絡通路上屋
の柱脚等腐食による改修工事の実施設計、別館の防災改修工事に
係る実施設計及び廊下･EVホール等の機械排煙設備等による改修
方法検討並びに関連工事変更設計図書作成、中央合同庁舎第３号
館の外部建具の経年劣化による改修工事の実施設計を行うもので
ある。

9
3

随意契約
（競争性あり）

99.80%

9 （株）松田平田設計
設計内容を把握し請負者等に正確に伝えるための業務、施工図等
を設計図書に照らして検討する業務、工事の確認及び報告、工事監
理業務完了手続き、施工計画を確認又は検討する業務である。

6
随意契約

（競争性なし）
99.55%

8
日和エンジニアリング
（株）

改修、幹線改修、中央監視設備改修の基本計画及び実施設計、そ
れに伴う機械設備改修等の実施設計、並びに内閣府A棟の受変電
設備改修、火災報知設備の受信機、感知器の改修の実施設計を行
うものである。

18 随意契約
（競争性あり）

99.78%



執行額 125 90 96

計 127 99 99 111

― ― ―

繰越し等 ― ― ― ―

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 127 99 99 111

補正予算 ―

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　大臣官房官庁営繕部においては、適正な水準を有する官庁施設の整備及び適正な保全、整備プロセスにおける効率性の確保
に向けて、各種技術基準やマニュアル類を作成している。本事業では地球環境の保全や安全・安心の確保等新たな行政ニーズを
的確に施策に反映するために、各種技術基準やマニュアル類の制定や改定を行う必要があることから、そのために必要な与条件
整理、データの収集・分析等を随時行っている。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　行政等のサービス提供の場として、国民の生活や経済社会活動を支えている官庁施設について、環境等に配慮した便利で安全
なものとなるよう、効率的に整備・保全を推進する。

事業開始・
終了(予定）年度 平成18年度 担当課室 計画課

計画課長
西村好文

会計区分 一般会計 施策名
13-47 環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備・
保全を推進する

事業番号 0025
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)
事業名

  官庁施設の適正な保全等の推進に必要な
経費

担当部局庁 官庁営繕部 作成責任者

計 111

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　（目）委員等旅費 0

　（目）官庁施設保全等推進調査費 100

1

　（目）職員旅費 10

　（目）諸謝金

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

（項）官庁施設保全等推進費

―

(        9         ) (        7         ) (        5        )

単位当たり
コスト

検討業務による成果品に係るコスト

　　　　　　　　　　　　　　　　　　16（百万円／個）
算出根拠

X 平成23年度の執行額　：　96（百万円）
Y Xによる検討業務の成果品数　：　6（個）

検討業務による成果品数
：官庁施設の整備及び適正な保全等の確保に
向けて、調査、検討等を実施した成果品数

活動実績

（当初見込
み）

個
12 8 6

83

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

23年度
目標値

（24年度）

官庁営繕関係基準類等の策定事項数
：技術的事項を定めた基準、要領、ガイドライン
等における策定・改定の事項数

成果実績 事項 19 23 25 30

達成度

成果指標 単位 21年度 22年度

％ 63 77

執行率（％） 98.4 90.9 97.0

執行額



点
検
結
果

　入札契約の透明性・競争性を確保しつつ、安全・安心の確保や地球環境の保全等の行政ニーズを反映した、技術基準やマニュアル類の
制定・改定に向けて、必要な業務を実施してきたところである。
　また、成果実績についても、H23年度までの成果目標として設定していた数値を達成したところであり、H24年度以降の新たな目標達成に
向け、引き続き努力していくこととする。

【前回の指摘を踏まえた執行上の注意点】
　入札契約の透明性・競争性を確保するため、発注に当たっては、多くの業者の入札参加が可能となるよう競争参加条件を設定している。
平成22年度に一者応札となった業務について、平成23年度の発注に当たり求める資格要件を緩和したところ、複数者の応札があった。

－
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

－ 　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

H23年度までの成果目標（官庁営繕関係基準類等の策
定事項数：H23年度までに２５件）については、着実に達
成した。
各発注業務での調査検討をもとに各種技術基準やマ
ニュアル類の制定・改定を行い、官庁施設に求められる
新たな行政ニーズを施設整備や保全等に的確に反映し
ている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。

多くの業者の入札参加が可能となるよう競争参加条件を
設定し、競争性を確保している。
選定にあたっては的確な技術提案を求める等して、必要
な技術力を有する者を選定することとしている。
業務発注にあたり、発注する内容は官庁施設の整備・保
全に係るものに限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

－ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の
状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。
国民への行政サービスを提供する官庁施設を適正な水
準を有するものとして整備し、適正に保全するとともに、
整備プロセスにおける効率性の確保に向けて、社会的
要請を的確に反映させるための各種技術基準やマニュ
アル類を作成するものである。
国が実施する庁舎整備や保全等に関する基準を定め、
同基準に基づき国に対して指導・監督を行うための事業
であり、国が実施すべきである。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

19 20

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見



○　調査検討業務等の

企画立案、仕様等の決定、

調達関係事務

【一般競争入札（総合評価落札方式）、簡易公募型プロポーザル方式】

○　資料収集、調査・分析、検討等

【一般競争入札（総合評価落札方式）、簡易公募型プロポーザル方式等】

○　資料収集、調査・分析、検討、システム運用等

Ａ．民間企業（４社）
６３百万円

Ｂ．公益法人（２法人）
２６百万円

資金の流れ
（資金の受け
取り先が何を
行っているか

一般事務費
０．００７百万円

国土交通省
９６百万円 諸謝金

０．９百万円
職員旅費
６百万円

委員等旅費
０．０６百万円

行っているか
について補足
する）（単

位：百万円）



C. G.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 20 計 0

システム関係費 ハードウェア保守・運用等 20

B.（財）建築保全センター F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 26 計 0

金　額
(百万円）

調査費 調査、検討、とりまとめ 26

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。費
目と使途の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.（株）ファインコラボレート研究所 E.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途

計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途 金　額
(百万円）

費　目 使　途 金　額
(百万円）

計 0 計 0

(百万円） (百万円）



支出先上位１０者リスト
A.

B.

1 （財）建築保全センター
各省各庁が所管する施設の保全に関する情報をインターネットを通じ
て蓄積・分析し、情報提供や管理業務等を支援するための「保全業
務支援システム」の運用管理を行う業務

20
随意契約
（競争性な

し）
99.84%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

4 （株）蒼設備設計

官庁施設のより一層の省エネルギー化を図るため、建築計画の検討
において、建物配置方向、平面計画、建物形状等による工夫を行うこ
とにより、熱負荷及び照明負荷の削減を行うことが必要不可欠である
ことを踏まえ、建築計画の設計初期段階において、省エネルギーの
観点から、建築計画の工夫について、その導入手法を構築すること
を目的とし、省エネに資する建築的アプローチの事例及びこれらの評
価手法の調査・検討・整理を行う業務

9

6
随意契約
（競争性あ

り）

97.77%

3 日本工営（株）

官庁施設の保全情報をインターネットを通じて収集・把握・分析する
にあたり、現行の保全業務支援システムの機能を踏まえて、保全情
報管理における項目・機能に関する課題・改善点の整理、保全情報
管理における項目・機能の提案、ＩＣＴを活用した今後の保全情報管
理システムの検討、及び保全情報管理システムの活用効果等に関
する考察を行う業務

10

4
随意契約
（競争性あ

り）

99.69%

2 （株）蒼設備設計

官庁施設の劣化状況から予防保全を行うことが重要な建築設備等
（建築部位を含む）の部位において、前年度に検討した予兆現象の
内容や調査方法を活用し、施設の定期点検等を活用した予兆現象
の捕捉方法、簡易な中長期保全計画作成方法、予防保全対象部位
の調査等から評価を行う手法のとりまとめを行う業務

18

2
随意契約
（競争性あ

り）

99.93%

1
（株）ファインコラボレート
研究所

「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」により、国
は木材に対する需要の増進と技術の普及に必要な措置を講ずること
が求められていることを踏まえ、官庁施設の有すべき性能水準を満
たしつつ、コスト低減にも配慮しながら、木造の耐火建築物や木造と
その他の混構造による建築物などの技術的難易度の高い建築物を
整備する手法を検討する業務

26

1
随意契約
（競争性あ

り）

98.98%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

2 （財）建設物価調査会

官庁施設を管理する各省各庁において、建築保全業務共通仕様書
及び建築保全業務積算基準に基づき、建築保全業務委託費を積算
するにあたり必要となる平成24年度用建築保全業務労務単価を策定
するための基礎資料の作成を行う業務

6 3 69.17%



執行額 3,050

計 3,554 3,739

14,618 -

繰越し等 △ 11,064 -

25年度要求

予
算
の
状
況

当初予算 - 3,739

補正予算

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

○東日本大震災により被害を受けた官庁施設の復旧等。
○防災拠点となる官庁施設等の安全性の確保のため、以下を実施。
・官庁施設の耐震化の推進。
・官庁施設の防災機能の強化。
・官庁施設の津波対策の推進。

実施方法 □直接実施　　　　　■委託・請負　　　　　□補助　　　　　□負担　　　　　□交付　　　　　□貸付　　　　　□その他

予算額・
執行額

（単位:百万円）

21年度 22年度 23年度 24年度

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
官公庁施設の建設等に関する法律

関係する計画、
通知等

－

事業の目的
（目指す姿を
簡潔に。3行程

度以内）

　行政サービスを提供する場である官庁施設について、既存不適格建築物等の耐震化を図り来訪者の人命を確保するとともに、大規模
地震後における災害応急対策活動の拠点としての防災機能を強化することで、国民生活の安全・安心に資する。

事業開始・
終了(予定）年度

平成23年度 担当課室 計画課
計画課長
西村好文

会計区分
一般会計

東日本大震災復興特別会計
施策名

13-47 環境等に配慮した便利で安全な官庁施設の整備･保全を
推進する

事業番号 0026
　　　　　　　　　　　　　平成２４年行政事業レビューシート　　　　(国土交通省)

事業名 官庁営繕費（東日本大震災関連） 担当部局庁 官庁営繕部 作成責任者

計 3,759

平
成
2
4
・
2
5
年
度
予
算
内
訳

　（目）施設整備費 3,552

20

　（目）施設施工庁費 167

　（目）施設施工旅費

費　目 24年度当初予算 25年度要求 主な増減理由

（項）官庁営繕費 3,739

(        74        ) (       15       )

単位当たり
コスト

防災拠点となる官庁施設等の安全性の確保
　(a)/(b) 　　　98（百万円／箇所）

算出根拠

（ａ）平成23年度の防災拠点となる官庁施設等の安全性の確保に係る整備
費合計： 7,215（百万円）
（b）（ａ）の実施箇所数： 74箇所

(       60       ) (       1        )

防災拠点となる官庁施設等の安全性の確保

活動実績

（当初見込
み）

箇所 ― ―
74

官庁施設の復旧

活動実績

（当初見込
み）

箇所 ― ―
60

92

活動指標及び
活動実績

（アウトプット）

活動指標 単位 21年度 22年度 23年度 24年度活動見込

23年度
目標値

（27年度）

耐震対策

成果実績 ― ― 83 90

達成度

成果目標及び
成果実績

（アウトカム）

成果指標 単位 21年度 22年度

％ ― ―

執行率（％） 85.8



点
検
結
果

国民生活の安全・安心の確保などに重点化して実施している。

○
類似の事業があるか。その場合、他部局・他府省等と適切な役割分担と
なっているか。

　※類似事業名とその所管部局・府省名

○ 整備された施設や成果物は十分に活用されているか。

○ 費目・使途が事業目的に即し真に必要なものに限定されているか。

活
動
実
績

、
成
果
実
績

○ 他の手段と比較して実効性の高い手段となっているか。

事業実施にあたっては、工法等の比較検討を行い、適切な手
段を選定している。
成果目標の達成度を向上させるべく、見込みにあった活動実
績となるよう努めている。
他部局・他府省等とは「官公庁施設の建設等に関する法律」に
もとづき、適切に役割分担を行うとともに、整備後は各府省庁
において十分活用されている。

○ 適切な成果目標を立て、その達成度は着実に向上しているか。

○ 活動実績は見込みに見合ったものであるか。

資
金
の
流
れ

、
費
目
・

使
途

○ 支出先の選定は妥当か。競争性が確保されているか。
多くの業者の入札参加が可能となるよう競争参加条件を設定
し、競争性を確保している。
選定にあたっては的確な技術提案を求める等して、必要な技
術力を有する者を選定することとしている。
資金は地方整備局等及び本省で支出されており、設計及び工
事発注にあたり、発注する内容は官庁施設の整備に係るもの
に限定している。

○ 単位あたりコストの削減に努めているか。その水準は妥当か。

－ 受益者との負担関係は妥当であるか。

○ 資金の流れの中間段階での支出は合理的なものとなっているか。

目
的
・
予
算
の

状
況

○ 広く国民のニーズがあり、優先度が高い事業であるか。 既存施設の有効利用を図りつつ、災害に対する安全・安心の
確保等に的確に対応するよう予算の重点化を図ることで、国
民の要望に広く応えるものとなっている。
本事業は「官公庁施設の建設等に関する法律」にもとづき、国
が実施するものである。

○
国が実施すべき事業であるか。地方自治体、民間等に委ねるべき事業
となっていないか。

－ 不用率が大きい場合は、その理由を把握しているか。

事業所管部局による点検

評 価 項　　　目 評価に関する説明

平成２２年行政事業レビュー 平成２３年行政事業レビュー

関連する過去のレビューシートの事業番号

－ 復興-0004

上記の予算監視・効率化チームの所見を踏まえた改善点（概算要求における反映状況等）

補記　（過去に事業仕分け・提言型政策仕分け・公開プロセス等の対象となっている場合はその結果も記載）

予算監視・効率化チームの所見



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)

国土交通省

３，０５０百万円

Ａ．地方整備局等（７機関）

２，７８５百万円

Ｂ．民間企業（８０社）

２，７８４百万円

Ｃ．公益法人（２法人）

１百万円

予算配分、事業採択、地

方整備局等への助言

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・設

計・監理・工事等を実施

【一般競争入札等】

工事・設計・監理、調査等

施設整備に必要な調査・検討等

【一般競争入札等】

Ｄ．本省

２５１百万円

工事事務費

１４百万円

て補足する)
(単位:百万円)

施設整備に必要な調査・検討等

Ｄ．本省

２５１百万円

Ｅ．民間企業（５社）

２５１百万円

【一般競争入札等】

新営事業（建替え）及び改修に係る調査・設

計・監理・工事等を実施

工事・設計・監理、調査等



施設施工庁費 施設整備費に必要な調査・検討等 1

C.(財)経済調査会

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 256 計

施設施工庁費 仙台第１地方合同庁舎復旧工事 4

施設整備費 仙台第１地方合同庁舎復旧工事 252

B.松井建設（株）

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1,858 計 118

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

140

金　額
(百万円）

費　目 使　途
金　額

(百万円）

施設整備費 庁舎改修工事費等 1,718 施設整備費 中央合同庁舎第５号館別館改修工事 118

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出され
ている者につい
て記載する。使
途と費目の双方
で実情が分かる

ように記載）

A.東北地方整備局 E（株）植木組

費　目 使　途

計 251 計

施設施工庁費
庁舎改修工事に係る調査・設計・
監理等

90

施設整備費 庁舎改修工事費 161

D.本省

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 1 計



支出先上位１０者リスト

A

B

4 大木建設（株） 仙台第２地方合同庁舎の施設復旧工事 183 10 91.04%

3 （株）佐々木組
仙台第４地方合同庁舎、仙台第３地方合同庁舎及び仙台第２法務総
合庁舎の施設の復旧工事

150 4 89.53%

2 大豊建設（株）
気仙沼地方合同庁舎及び仙台地方検察庁気仙沼支部・区検察庁の
施設復旧工事

123 5 86.88%

1 松井建設（株） 仙台第１地方合同庁舎の施設復旧工事 256 8 97.83%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

7 近畿地方整備局 － 1 － －

6 北海道開発局 － 3 － －

5 九州地方整備局 － 4 － －

4 中部地方整備局 － 5 － －

3 中国地方整備局 － 182 － －

2 関東地方整備局 － 732 － －

1 東北地方整備局 － 1,858 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

C

2
（財）建築コスト管理
システム研究所

「営繕積算システムＲＩＢＣ」は、公共建築工事に用いる積算用として
開発された「積算システム」を基に処理性能・操作性及び業務の性格
上要求されるデータの機密性に配慮して開発されたものであり、営繕
業務においてその使用に耐える性能を有する積算プログラムは他に
ない状態であるため、本システムを賃貸借するものである。

0.1
随意契約

（競争性なし）
100.00%

1 （財）経済調査会
関東地方整備局管内の建築資材（建築・設備）価格等調査を実施し、
工事の積算に用いる設計単価決定の基礎資料とするものである。 1 2 72.63%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

10 丸か建設（株）
石巻税務署及び石巻地方合同庁舎の施設復旧工事、並びに石巻港
湾合同庁舎の施設取りこわし工事

87 2 99.35%

9 りんかい日産建設（株） 釜石港湾合同庁舎及び釜石税務署の施設復旧工事 92 5 85.14%

8 （株）阿部和工務店
海上保安学校宮城分校及び横浜税関麻薬探知犬管理センター仙台
分室の施設復旧工事

95 5 98.07%

7 河本工業（株） 水戸地方気象台の庁舎増築工事 100 8 95.74%

6 三幸建設工業（株） 湯島地方合同庁舎及び豊島地方合同庁舎の応急復旧工事 89 4 98.83%

5 （株）ビルド
矯正研修所仙台支所及び仙台矯正管区の施設復旧工事及び耐震
改修工事

89 5 99.18%
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5 フジテック（株）

本工事は、中央合同庁舎第６号館Ⅱ工区A棟（検察側）及びB棟に設
置されている非常用エレベーター設備について現行基準に適合させ
るため、耐震性能の向上及び安全の強化対策、長周期地震動対策
等を実施する改修工事である。

10
随意契約

（競争性なし）
99.42%

4 （株）梓設計
本業務は、中央合同庁舎第４号館の耐震（免震）改修工事に係る技
術検討及び実施設計、財務省庁舎の耐震改修工事に係る技術検討
及び基本計画の立案等を行うものである。

32
3

随意契約
（競争性あり）

99.81%

3
日本オーチス・エレベータ
（株）

本工事は、中央合同庁舎第６号館Ⅰ工区Ａ棟（法務省側）に設置され
ている非常用エレベーター設備について現行基準に適合させるた
め、耐震性能の向上及び安全の強化対策、長周期地震動対策等を
実施する改修工事である。

20
随意契約

（競争性なし）
99.58%

2 （株）日建設計

本業務は、官庁施設の大規模地震時の機能確保に関し、東日本大
震災における官庁施設の被災状況等を調査することにより、既存の
基準等を検証するための基礎資料及び今後の官庁施設整備や既存
庁舎の保全に反映･活用するための基礎的資料を得ることを目的と
する。

58 3 90.20%

1 （株）植木組 中央合同庁舎第５号館別館改修（１１）建築その他工事 118 11 87.83%

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率

1 本省 － 251 － －

支　出　先 業　務　概　要
支　出　額
（百万円）

入札者数 落札率


